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· [bookmark: _Hlk166070070]「経済財政運営と改革の基本方針2026（骨太の方針2026）」が閣議決定される

令和8年7月21日、「経済財政運営と改革の基本方針2026　『責任ある積極財政』元年～日本の挑戦を起動する！～」（骨太の方針2026）が同日開催の経済財政諮問会議を経て、閣議決定されました。
「骨太の方針」は、国の重要課題や翌年度予算編成の基本的姿勢、政権として力を注ぐ政策の方向性を示すもので、毎年6月ごろに策定されます。決定された「骨太の方針」に基づき、その後の政策や予算編成が進められます。
「骨太の方針2026」における、子どもをめぐる政策の推進として、「少子化対策とこども・若者・子育て支援は、相互に関連するため、『こども未来戦略』等に基づき、一体的かつ総合的に、力強く推進する。こども家庭センターにおける相談支援の一元的な対応や、産後ケアを始めとした母子保健政策を含む妊娠から子育てまでの切れ目のない支援、不妊症等への支援を進める。保育料負担軽減を始め、幼児教育・保育の支援について、人材や財源の確保の課題を踏まえつつ検討し、取組を進める」「保育士、幼稚園教諭等の処遇改善や地域区分を含む公定価格の見直し、幼児教育・保育に係る要領等の共通化、こども政策DXを進める」等としています。
また、「責任ある積極財政」の下、「物価・賃金上昇を的確に反映し、経済の成長力強化と名目の経済規模の拡大にふさわしい予算編成へ転換する」こととしており、令和8年度予算から実現した経済・物価動向等の適格な反映をさらに進めるなど、必要な財政需要に確実に対応すると示されています。その際、官公需における適切な価格転嫁を徹底するとともに、「医療・介護・保育・福祉等の公定価格について、現場の人材確保、経営の安定、サービスの質の確保に必要な対応を進める」とされています。
あわせて、「医療・介護・保育・福祉等分野の必要なエッセンシャルワーカーの確保を含めたサービス提供体制の全国的維持を図るための制度改革に速やかに着手する」とされています。

詳細な内容は下記ホームページからご確認ください。

【経済財政運営と改革の基本方針2026】
https://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/kaigi/cabinet/honebuto/2026/decision0721.html
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· 【ご案内】　『令和8年度保育所における第三者評価受審促進セミナー ～第三者評価を活用した保育の質の向上を考える～』　について

全国社会福祉協議会では、第三者評価を活用した保育の「質」向上に、組織的な取り組みを進めることを目的として、保育所における第三者評価受審促進セミナーを以下のとおり開催します。
　社会福祉法では、第78 条で、保育所を含めた社会福祉事業の経営者に良質かつ適切な福祉サービスを提供することを求めており、これにもとづき、「福祉サービス第三者評価事業」が実施されています。また、保育所は児童福祉施設の設備及び運営に関する基準等において外部の者による評価を受け、結果を公表し、常に改善を図っていくことが努力義務となっています。
　福祉サービス第三者評価事業は、社会福祉事業の事業者が任意で受ける仕組みですが、自己評価に加え、外部の評価機関による専門的・客観的な評価のプロセスは、保育所の質の向上に向けた気づきを得る貴重な機会となります。
　また、自園のホームページやWAM NETなどでの第三者評価結果の公表を通じて、積極的な「見える化」を進めることで、利用者や就職を希望する保育士、地域社会に対し、質の向上に対し高い意識を持っていることを示すことにもつながります。
　保育所等における日ごろの保育を振り返るための園内研修としても、ぜひご活用くださ[image: QR コード

自動的に生成された説明]い。
申込サイト：https://www.mwt-mice.com/events/daisansya260901
※申込締切：令和8年8月20日（木）


【令和8年度保育所における第三者評価受審促進セミナー　開催概要】
開催方法：オンデマンド型動画配信
配信期間：令和8年9月1日（火）～９月３０日（水）
受講料：8,000円（1事業所につき）
主　　催：社会福祉法人　全国社会福祉協議会
受講対象：保育所等の施設長、主任保育士
保育所等において自己評価・第三者評価を担当する職員
保育所等を経営する法人の役員、職員　等
※認定こども園においても、保育所版の第三者評価基準を活用して
自己評価・第三者評価を実施することができます。

【令和8年度保育所における第三者評価受審促進セミナーに関するお問い合わせ】
社会福祉法人全国社会福祉協議会　政策企画部（担当：藤原、大場、相澤）
〒100-8980　東京都千代田区霞が関3-3-2　新霞が関ビル
TEL：03-3581-7889　FAX：03-3580-5721　E-mail： z-seisaku@shakyo.or.jp
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